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■区域区分制度の概要
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区域区分

市街化区域

市街化調整区域

区域区分のない
都市計画区域

区域区分

● 市街化区域
・既に市街地を形成している区域及び概ね10年以内に優先的かつ計画的に

市街化を図るべき区域

● 市街化調整区域
・建築及び開発行為は原則として禁止され、都市施設の整備も原則として

行われない、市街化を抑制すべき区域（開発許可制度により開発を制限）● 通称：線引き

● 都市計画法第７条

● 「市街化区域」と「市街化調整区域」に区分すること。

● 目的：無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図ること。

・無秩序な市街地の拡大による環境悪化の防止

・計画的な公共施設整備による良好な市街地の形成

・地域の実情に即した都市を形成 等

● 兵庫県内は、５区域（神戸、阪神間、東播、中播、西播）の

20市６町で線引き都市計画区域がある。



■兵庫県が示す区域区分見直しの基本的な考え方
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西脇市

出典：兵庫県区域区分見直しの考え方
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■これまでの取組内容（令和５年度）

前回

出典：兵庫県区域区分見直しの考え方

〇 兵庫県「区域区分見直しの考え方」に基づき、区域区分制度を廃止した際の影響調査を実施
〇 その結果と「目指すべきまちづくりの方向性への影響」について、第１回庁内調整会議、有

識者会議及び西脇市都市計画審議会で報告し、意見をいただいた。
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■これまでの取組内容（令和５年度）

1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0 1 0 2 0
6/27契約 3/25完了

現状分析及び区域区分による課題整理

区域区分を廃止した事例収集・整理

区域区分廃止時の影響調査

区域区分廃止のメリット・デメリット整理

土地利用コントロール手法の検討

まちづくりの方向性や土地利用の方針等について整理・検討

市街化調整区域土地利用計画の見直し検討

第１回庁内調整会議（10/11）● 第２回庁内調整会議（1/23）■
第１回有識者会議（10/30）● 第２回有識者会議（2/7）■

第１回都計審（11/30）● 第２回都計審（2/27）■

令和６年

◎全体工程

6月 7月 8月 3月9月 10月 2月11月 12月 1月

令和５年

※会議・審議会等

●都市計画に係る現況調査

●「区域区分見直しの考え
方」に基づく影響調査

■土地利用計画の検討

■新たな土地利用コントロー
ル 手法の検討

●西脇市区域区分見直しに係る調査検討業務委託スケジュール



１ 各会議での主な意見等に対する回答について

開 催 日 会 議 名

令和５年10月11日 第１回区域区分⾒直しに係る庁内調整会議

令和５年10月30日 第１回⻄脇市区域区分⾒直しに係る有識者会議

令和５年11月30日 令和５年度第１回⻄脇市都市計画審議会

令和６年１月23日 第２回区域区分⾒直しに係る庁内調整会議

令和６年２月７日 第２回⻄脇市区域区分⾒直しに係る有識者会議
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■各会議での主な意見等

農地に関する意見

・ 市街化区域の中にも和田町等、農地はまだまだあり、そこを先
に活用する方が優先度としては高いのではないか。
（庁内調整会議）

・ 市街化調整区域内において、農地転用可能な農地が占める割合
を教えてほしい。区域区分を廃止しても、農用地区域に指定され
ている土地は、農地法により農地転用できないと認識している。
（有識者会議）

地価に関する意見

・ 西脇市の地価が、他市と比較してもかなり低いと感じる。何が
原因でこのような価格差が生まれているのか。他市との地価の価
格差の原因が分かったうえで、区域区分制度廃止が地価を改善さ
せるのかを議論すべきであり、土地利用コントロールの手法が地
価の改善に働くのであればそちらを深堀すべき。(有識者会議)

区域区分廃止に関する意見

・ 区域区分制度は土地利用を行う上でのツールであり、市として
土地利用をどのように進めていくのか方針を先に固めるべきはな
いか。(有識者会議)

・ 現行制度において、産業誘致にどのような課題があるのか教え
ていただきたい。（有識者会議）

その他意見 ・ 西脇市の転入・転出の状況はどのようなものか。
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■農地に関する意見回答

出展︓農業振興地域制度、農地転⽤許可制度の概要（農林⽔産省）より

※市街化区域は農業振興地域外



（単位：ha）
区 別 全体地籍

（A）
農地

（B）
割合
B/A地区名 大字名

⻄ 脇 ⻄脇 93.3 1.8 1.9%
小 計 93.3 1.8 1.9%

津 万

下⼾⽥ 50.5 2.1 4.1%
上野 27.2 0.6 2.3%

上⼾⽥ 2.0 0.2 7.7%
大野 3.7 0.0 0.0%

小 計 83.4 2.8 3.4%
日 野 小坂町 40.6 7.2 17.7%

郷瀬町 30.1 3.6 11.9%
小 計 70.8 10.8 15.2%

重 春

野 村

野村町 189.9 19.0 10.0%
和布町 27.7 0.8 3.0%
谷町 6.1 1.2 20.3%

和⽥町 56.6 4.9 8.7%
高⽥井町 54.9 3.3 6.0%

小 計 335.2 29.3 8.8%
合計 582.6 44.7 7.7%

出展︓農業振興地域内地目別土地面積表より

区 別 農業振興
地域面積

（A）

農振白地
地域面積

（B）
割合
B/A地区名 大字名

津 万

上⼾⽥ 7.0 0.7 10.0%
津万 16.5 2.9 17.6%
嶋 20.6 5.6 27.2%

大垣内 16.4 7.8 47.6%
寺内 15.8 6.9 43.7%
⻄嶋 6.7 1.4 20.9%
蒲江 13.9 2.9 20.9%
坂本 15.4 8.4 54.5%
大野 10.9 0.8 7.3%

小 計 123.2 37.4 30.4%

日 野

羽安町 13.6 4.6 33.8%
野中町 27.0 2.0 7.4%
大木町 31.1 10.8 34.7%
前島町 14.7 3.5 23.8%

富吉上町 23.7 1.1 4.6%
富吉南町 9.8 2.1 21.4%
市原町 16.1 4.8 29.8%
⻄⽥町 20.7 7.9 38.2%
富⽥町 5.5 1.9 34.5%
日野町 6.9 2.9 42.0%
郷瀬町 6.5 6.5 100.0%

小 計 175.6 48.1 27.4%

区 別 農業振興
地域面積

（A）

農振白地
地域面積

（B）
割合
B/A地区名 大字名

重 春

野 村

高松町 28.2 2.6 9.2%
平野町 23.4 12.5 53.4%
谷町 7.5 0.2 2.7%

小 計 59.1 15.3 25.9%

比 延

堀町 8.6 4.3 50.0%
高嶋町 4.8 1.8 37.5%
塚口町 13.7 0.8 5.8%
鹿野町 41.7 8.6 20.6%
比延町 27.5 6.0 21.8%

上比延町 44.2 4.0 9.0%
小 計 140.5 25.5 18.1%

芳 ⽥

八坂町 12.6 1.7 13.5%
合山町 32.5 13.3 40.9%

上王子町 5.5 0.5 9.1%
岡崎町 14.2 1.0 7.0%
落方町 21.6 0.8 3.7%
水尾町 33.4 7.8 23.4%

明楽寺町 33.3 5.1 15.3%
出会町 21.0 3.2 15.2%

小 計 174.1 33.4 19.2%

市街化区域の農地 市街化調整区域の農地（農業振興地域）

合計 672.5 159.723.7％

（単位：ha）

〇市街化区域内に農地は44.7haあり、全体地積の 7.7％である。
〇市街化調整区域の大半が農業振興地域に含まれており、農振白地地域の農地は農業振興地域内に 159.7haあり、

農業振興地域面積の23.7％である。
〇板波町は市街化調整区域であるが、農業振興地域外となっており22.2haの農地がある。

出展︓土地台帳より
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■農地に関する意見回答 ー農地の面積ー

区 別 全体地籍
（A）

農地
（B）

割合
B/A地区名 大字名

重春野村 板波町 120.6 22.2 18.4%

市街化調整区域の農業振興地域外

出展︓土地台帳より

（単位：ha）



項目 ⻄脇市 加東市 加⻄市 小野市 三木市
市街化区域・住宅 27,300 39,600 42,600 49,300 39,300

市街化調整区域・住宅 12,900 13,200 12,700 21,700 14,700

■地価に関する意見回答 ー市街化区域の地価が低い要因ー

9

用途地域 ⻄脇市 加東市 加⻄市 小野市 三木市
第１種低層住居専用地域 ３ 2 2 0 6
第２種低層住居専用地域 0 0 2 1 0

第１種中高層住居専用地域 0 3 1 0 2
第２種中高層住居専用地域 0 1 1 2 1

第１種住居地域 4 3 1 4 1
第２種住居地域 1 0 1 0 1
近隣商業地域 0 1 0 0 2
準工業地域 1 1 1 0 3
工業地域 ０ 0 1 0 0

工業専用地域 0 0 0 1 1
合計 9 11 10 7 16

令和５年度地価公示における標準地数及び都道府県標準地価調査における基準地数（用途地域別）

〇西脇市と近隣市町における標準地及び基準地は、用途地域が共通している地点も多く、標準地
及び基準地の用途地域に大きな偏りがあるわけではない。

※小野市は第１種低層住居専用地域、準工業地域での標準地及び基準地はないが、同系の第２種
低層住居専用地域及び工業専用地域に標準地を有している。

【市街化区域における標準地及び基準地の用途地域傾向】

出典：国土交通省地価公示（R5.01.01）鑑定評価書、都道府県地価調査（R5.07.01）鑑定評価書

【市街化区域及び市街化調整区域内の地価の平均値】

出典：国土交通省地価公示（R5.01.01）、都道府県地価調査（R5.07.01）

地価平均値（円/㎡）



■地価に関する意見回答 ー市街化区域の地価が低い要因ー
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【近隣市町における鑑定評価の傾向】

西 脇 市 近 隣 市 町

需要者等
・市内居住者や地元事業者
・全国展開する法人（商業地）

・市内居住者や地元事業者
・隣接市町の居住者
・神戸市等からの転入者
・地元有名企業や全国展開する法人

地域経済 ・地域経済の低迷
・景気は持ち直しつつある。
・幹線道路沿いの商業地域は、繁華性を

保っている。

住 宅 地

・画地規模が小さい住宅が多く、街路条件
も劣り、閉塞感が見られる。

・以前の水害により、安全性を重視する傾
向にある。

・街区や街路が整然とした良好な住環境で、
利便性の高い住宅地への需要は安定

そ の 他

・地縁的選好性が見られる。
・西の拠点かつハザードのない地域に需要

が集中し、郊外の需要に影響を与えてい
る。

・商業地や工業用地の需要は堅調（ＩＣ・
バイパス周辺等）

出典：国土交通省地価公示（R5.01.01）鑑定評価書、都道府県地価調査（R5.07.01）鑑定評価書



■地価に関する意見回答 ー市街化区域の地価が低い要因ー
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出典：国土交通省地価公示（R4.01.01）都道
府県地価調査（R4.07.01）

〇Ａは、準工業地域における標準地だが、郷
瀬町の住宅地となっており、工業用地とし
て利用されている場所での標準地及び基準
地はない。

➡近隣市町の準工業地域における標準地及び
基準地は、商業地や工業用地となっている。

〇Ｂは、第１種低層住居専用地域における標
準地だが、西脇市野村町緑風台となってい
る。

➡同じ第１種低層住居専用地域でも、西脇市
野村町茜が丘の方が住宅地として需要が高
いが、標準地及び基準地はない。

〇評価対象となる標準地及び基準地が、より
需要の高い場所であれば市街化区域の地価
が高く評価される可能性があるといえる。

Ａ

Ｂ

西脇市の市街化区域における標準地及び基準地位置図



■地価に関する意見回答 ー区域区分制度廃止後の地価の将来動向ー
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＜グラフの見方＞

横軸は区域区分制度廃
止前の変化率、縦軸は
廃止後の変化率を示す。
また、廃止後の地価を
３つの傾向に区分して
いる。

〇区域区分制度廃止自治体とその隣
接市町では、地価の変化率が似た
傾向にある。

➡区域区分制度廃止が地価の変化に
影響を与えるとは言い難いため、
将来動向の予測は難しい。

区域区分制度廃止自治体（Ａ市）とその隣接市町（Ｆ市）における地価の変化

※Ａ市の区域区分制度廃止前後と同期間で算出

人口
（Ｒ２国勢調査）

面積
（Ｒ５国土地理院）

市内にある区域

Ａ市 31,846人 34,710ha 非線引き都市計画区域

Ｆ市 77,306人 55,254ha
線引き都市計画区域
非線引き都市計画区域

都市計画区域外

区域区分制度廃止による開発制限の緩和の効果以上に、
経済情勢・立地の優位性が関係していると考えられる。

※

※

※

※

〇区域区分制度廃止後の地価の将来
動向を検討するため、区域区分制
度廃止自治体とその隣接市町（区
域区分維持）における地価の変化
を調査した。

Ａ市 Ａ市

Ｆ市 Ｆ市



13

■区域区分廃止に関する意見回答 －現行制度の課題・限度と産業誘致－

【産業的土地利用のために活用可能な現行の土地利用手法】

地区 土地利用手法 備考

地区
１

・地区計画

・特別指定区域
（工場等誘導区域）

・土地利用区分の変更
（農業区域➡特定区域）

地区
２

・特別指定区域
（工場等誘導区域）

・土地利用区分の変更
（集落区域➡特定区域）

地区
３

・特別指定区域
（工場等誘導区域）

ー

地区
４

ー

・農地法の規制により農地
転用が原則困難である。

・一例：（主）西脇三田線
沿道の農地では、流通業
務施設、休憩所、給油所
その他これらに類する施
設のための農地転用は例
外的に許可される可能性
がある。

産業的土地利用を進めるためには現行制度でも対応可能である。

開発需要が高まると想定される区域

開発需要が高まると想定される区域
（浸水想定区域）

出典：兵庫県資料、国土数値情報（国土政策局土地利用調整総合支援ネットワークシステム、各都道府
県土地利用基本計画図（縮尺約５万分の１）、土地利用基本計画の変更等に係る提出資料）



■その他に関する意見回答 ー転入出傾向ー
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区域別の平均人口 区域別の平均転入出数

出典：住民基本台帳データ（戸籍住民課）
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（人） 【用語】転入：市外から市内への異動
転出：市内から市外への異動

●区域別の平均転入出数の比較（平成25年度-令和４年度） ●申請者住所別建築確認申請・工事届の申請地状況（平成25年‐令和４年）

出典：建築確認申請受付簿（住宅政策課）

10年で提出された確認申請数 943件（建売、住居以外を除く）

工事届 106件（建売、住居以外を除く）

〇各区域では平均人口割合に応じた転入・転出傾向が
みられる。

〇各区域の申請者から提出された建築確認申請の多く
は申請者と同じ区域が申請地になっており、大半の
方が同じ区域に居住を続けている。

〇市外の申請者から提出される建築確認申請の７割は
市街化区域が申請地となっている。

市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域外 市外

申請者住所・申請件数

543件 184件 106件 216件

転入
1,096人

転出
1,283人41,237人

市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域外

市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域外



２ 区域区分制度を廃止をした際の
土地利用コントロールについて
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■区域区分の要否の判断フロー

前回

今回検討

出典：兵庫県区域区分見直しの考え方

●「兵庫県区域区分見直しの考え方」により、区域区分を廃止した場合の市街地拡大の可能性等の影
響調査を行いました。（前回報告）

●区域区分廃止の影響が懸念される事項に対応し、土地利用方針に基づいた土地利用コントロール方
策が講じられる場合に区域区分の廃止が可能となります。（今回検討事項）

＊立地適正化計画
＊都市計画マスタープラン
＊市街化調整区域土地利用計画

今回の前提



■影響調査結果と検討すべき土地利用コントロール手法
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影響項目

用途地域
継続

特定用途制限
地域等

地区計画
・

用途地域
立地適正化

計画
自主条例等

密集市街地
整備事業の

推進

緑条例
の適用

旧市街化区
域

旧調整区域
旧調整区

域
全域 全域

旧市街化区
域

全域

市
街
地
の
拡
大
の
可
能
性

将来の人口増加 ● ● ▲ ●

将来の住宅用地需要 ● ● ▲ ● ●

将来の商業用地需要 ● ● ▲ ● ●

将来の工業用地需要 ● ● ▲ ●

将来の宅地需要 ● ● ● ●

大規模プロジェクトによる市街地拡大
の可能性

● ● ▲

地形その他の地理条件

廃止後の旧市街化調整区域における宅
地需要の有無

既
成
市
街
地
へ
の

影
響

既成市街地における空家・空地の増加 ● ●

密集市街地等、計画的な市街地整備を
図る区域

● ● ● ● ●

都市施設の整備状況 ● ● ●

公共施設の効率的な整備状況 ● ● ● ●

その他の要因

農
地
等
へ
の

影
響

優良な農地や森林等緑地又はその周辺
で開発が起こる可能性があるか

● ▲ ● ●

区域区分廃止に向けて検討すべき土地利用コントロール

● 実施すべき方策 ▲ 必要に応じて実施すべき方策

西脇市で区域区分廃止
の影響が見られた項目



■影響調査結果と検討すべき土地利用コントロール手法
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【既に運用している土地利用コントロール手法】

＜用途地域＞
〇市街化区域にて指定済み。
➡廃止後も維持する。

＜地区計画＞
〇市街化区域・市街化調整区
域にて指定済み。

➡廃止後も具体的な事業を進
める場合、必要に応じて新
たに指定する。

＜立地適正化計画＞
〇策定済み。
➡居住誘導区域、都市機能誘

導区域への居住・都市機能
誘導を目的に維持する。

※区域外での居住を制限する
計画ではない。

【新たに検討が必要となる土地利用コントロール手法】

＜特定用途制限地域＞

〇用途地域が定められていない土地の区域内に指定する。
➡良好な環境の形成等を行うために、市条例で建築物の
用途に係る制限を行う。

区域区分廃止自治体の大半で導入されており、従来か
らの土地利用方針にも馴染ませやすいため、市街化調
整区域は特定用途制限地域等の導入を検討する。

＜緑条例＞
〇都市計画区域外にて指定済

み。
➡廃止後も都市計画区域外のみ

で維持する。
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■特定用途制限地域の導入方針（案）

✔ 現行の土地利用計画に基づき
地域ごとの課題に対応し、土地
利用区分及び具体的規制誘導手
法である特別指定区域制度の区
域指定をベースにすることで、
区域区分制度廃止前後のシーム
レスな土地利用コントロールを
図る。

持続可能な都市～にしわき～

新たな産業用地の創出

✔ 本市のまちづくりの課題の
一つである産業用地の創出に
資するため、一団の土地や交
通利便性等から開発適性のあ
る土地は、積極的に産業系の
区域に設定する。

地域の実情に合った
建物用途の設定

✔ 地区によって異なる課題を
踏まえ、区域区分制度廃止後
の良好な集落環境の保全と地
域振興の促進に寄与するよう
建物用途を地域の実情に合わ
せて設定する。

シームレスな
土地利用コントロール



■西脇市の将来都市構造図（第２次西脇市都市計画マスタープラン）

20

〇第２次西脇市都市計画マスタープランにおける
将来の都市構造は、「ゾーン」「拠点」「軸」
により構成し、「２（に）拠点４（し）軸・に
しわき」を中心に設定

〇市内７地区ごとに土地利用方針と地域づくりの
方針図を示している。
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■ 市街化調整区域の土地利用方針（第２次西脇市市街化調整区域土地利用計画※）

市街化調整区域において、無秩序な市街化を抑
制しながら、低未利用地を有効活用し、農村環
境の維持と地域の活性化を目指すべく、令和４
年２月に改定（※以下、「調整区域土地利用計
画」という。）
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■調整区域土地利用計画の拡大図（現行計画図）

Ａ：集落区域（既存集落中心にコミュニティを形成すべき区域）
農業生産活動や集落と関連のない都市的土地利用や開発抑制を

行うが、日常生活用品の販売など小規模な商業・業務施設は可能

とする。
＜地域活力等再生区域※＞旧地縁者の住宅区域

旧地縁者の小規模事業所区域
旧新規居住者の住宅区域

＜地域資源活用区域※＞ 地域資源の有効な利用に資する建築物

Ｂ：特定区域（一定の開発を計画的かつ適正に誘導すべき区域）
他の区域では許容されない土地利用について、周辺の環境に配

慮しつつ、地域の活性化に資するものは可能とする。また、雇用
の場の創出や定住促進に資する生産流通、商業等の産業⽴地を可

能とする。
＜工場等誘導区域※＞旧既存事業所の拡張区域

旧地域振興のための工場区域
旧既存工場の用途変更区域

Ｃ：農業区域
農業生産活動や集落と関連のない土地利用や開発、施設整備を

抑制するが、観光農業など豊かな田園環境を活かした体験・交流

の場を提供する。

Ｄ：森林区域
都市的土地利用や開発、施設整備を抑制するが、森林資源を生

かした自然とのふれあいの場を提供する。

Ｅ：保全区域
原則は土地利用転換禁止だが、周辺環境との調和を満たす場合

に限り、豊かな自然活用レクリエーション等を目的とした小規模

施設整備は可能とする。

【土地利用区分】

※＜＞の特別指定区域メニュー（新旧）は、市内全体の活用事例であり、右図上で網羅しているものではない。



■現行制度からの変更点概要
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集落区域

特定区域

農業区域

森林区域

保全区域

調整区域土地利用計画
土地利用区分（現行）

特定用途制限地域（例）

Ａ：田園居住地区
＜地域活力等再生区域※＞をベースとした土地利用

Ｂ：産業振興地区
＜工場等誘導区域※＞をベースとした土地利用

Ｃ：農業地区
農業の振興を図るとともに、観光農業など、農業を活か

した土地利用

Ｄ：環境保全地区
原則として開発・施設整備禁止
※保安林や河川区域等は、関連法にて開発制限あり

〇特定用途制限地域の指定範囲と基本的な誘導方針は、上位計画を踏まえ、現行の調整区域土
地利用計画の土地利用区分（≒特別指定区域）を利用して指定する。

〇土地利用区分（≒特別指定区域）をベースとした土地利用に、地域の実情にあった建物用途
の設定を行う。

〇地元との調整を行い、地域の実情に合わせて特定用途制限地域の指定範囲を変更することも
可能

※＜＞は特別指定区域メニュー

変
更
点
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■ 特定用途制限地域（例）

● 建築用途の制限の概要(例)

建築用途

（例）

Ａ
田園居住地区

Ｂ
産業振興地区

Ｃ
農業地区

Ｄ
環境保全地区

現行 廃止 現行 廃止 現行 廃止 現行 廃止

住宅
△
※1

○
△
※２

○
△
※２

〇
△
※２

×

共同住宅 × ○ × × × × × ×

店舗
△
※３

○
※６

△
※３

○
※６

△
※３

×
△
※３

×

事務所
△
※４

○
※６

△
※５

○
※６

× × × ×

工場
倉庫業倉庫

× ×
△
※５

○
※６

× × × ×

農業用施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

迷惑施設 × × × × × × × ×

注）農用地、保安林等の開発制限は従来どおり

廃止後に制限緩和が
考えられる用途

廃止後に制限強化が
考えられる用途

※１ 農家住宅、地縁者住宅、新規居住者住宅（一部地区のみ）が建築可能
※２ 農家住宅のみ建築可能
※３ 日常生活に係る店舗のみ建築可能
※４ 地縁者の小規模事業所のみ建築可能
※５ 地域振興のための工場、既存事業所の拡張･用途変更のみ可能
※６ 床面積の上限値を設定予定

○ 建築可能

△
建築可能
ただし、立地条件あり

× 建築不可
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■特定用途制限地域（例） 津万地区／産業的土地利用の可能性

・国道 175号等の幹線道路沿道周辺及び国道 175号
等西脇北バイパスのランプ周辺

➡ 住環境に配慮した生産エリアとしての土地活用
検討

Ｂ：産業振興地区
国道 175号西脇北バイパスが令和８年春に開
通予定であることから、産業的土地利用の需
要が高まることを期待

➡ ランプ周辺や幹線道路沿いの農業振興地域
の白地農地（例：①、②）、開発需要が高ま
ると想定される区域（例：③）等を地域と協
議し、産業振興地区に追加で指定していくこ
とも可能である。

❶
❷

❸

上位計画の方向性
調区土地利用計画の土地利用の課題

を踏まえて



26

■特定用途制限地域（例） 日野地区／産業的土地利用の可能性

・国道 427号沿い
➡ 住環境に配慮した生産エリアとしての土地活用

・国道 427号沿い、市道市原羽安線周辺の地域及び
地区内の大規模遊休地

➡ 産業活動や土地利用の動向等を踏まえ、住環境
に配慮した適切な土地利用

・住工混在した各集落
➡土地利用の整備や廃業された店舗、事業所、工場

等の跡地活用等

Ｂ：産業振興地区
➡市街化区域に隣接する国道 427号沿道に産業機
能を誘導するため、農業振興地域の白地農地
（例：①）等を地域と協議し、産業振興地区に
追加で指定していくことも可能である。

❶

上位計画の方向性
調区土地利用計画の土地利用の課題

を踏まえて
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■特定用途制限地域（例） 重春・野村地区／産業的土地利用の可能性

・生産エリアに位置付けられている南東部
➡ 沿道利用を主とする開発の要望への対応

・平野東工場公園地区地区計画周辺
➡ 新たな企業の誘致や更なる開発による産業の

活性化

Ｂ：産業振興地区
➡（主）西脇三田線沿道に産業機能を誘導するた
め、農業振興地域外（例：①）、開発需要が高
まると想定される区域（例：②）等を地域と協
議し、産業振興地区に追加で指定していくこと
も可能である。

❷

❶

上位計画の方向性
調区土地利用計画の土地利用の課題

を踏まえて

❷
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■特定用途制限地域（例） 比延地区／産業的土地利用の可能性

・（主）西脇篠山線、（一）上鴨川西脇線沿道の
工場公園等の生産エリア・産業ゾーン

➡ 必要な産業活動や生産活動の場としての土地
利用の規制・誘導

・（一）上鴨川西脇線（広域幹線道路）沿道
➡ 市民意向を踏まえ、地域環境との調和に配慮

した必要な開発の誘導

Ｂ：産業振興地区
➡現況では産業振興地区として設定するのにふさ

わしい農業振興地域の白地農地がなく、産業振
興地区の指定拡大は見込んでいないが、地域の
要望があれば、追加指定も可能である。

上位計画の方向性
調区土地利用計画の土地利用の課題

を踏まえて
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■特定用途制限地域（例） 芳田地区／産業的土地利用の可能性

・生産エリア・産業ゾーン
➡ 住環境及び操業環境の保全を図り、必要な産業

活動や生産活動の場としての土地利用の規制・
誘導

・観光・レクリエーションエリア・拠点
➡ イチゴ等の地域資源を生かした観光交流の促進

Ｂ：産業振興地区
➡第２次西脇市都市計画マスタープランで生産エ
リアとしている地域近傍、農業振興地域の白地
農地（例：①）等を地域と協議し、産業振興地
区に追加で指定していくことも可能である。

❶

上位計画の方向性
調区土地利用計画の土地利用の課題

を踏まえて



３ 西脇市のまちづくりについて



Ｒ５．４．１現在
面積 人口

ha 割合 人 割合

市域全域 13,244 － 38,551 －

都市計画区域 7,805 － － －

市街化区域 607 4.6% 19,179 49.8%

市街化調整区域 7,198 54.3% 12,579 32.6%

都市計画区域外 5,439 41.1% 6,793 17.6%

49.8％
32.6％

17.6

％

市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域外

4.6％

54.3％

41.1％

市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域外

市域に占める都市計画別面積割合

都市計画別人口割合

加東市

加西市

多可町

丹波市

市街化調整区域市街化区域

西脇市の都市計画区域図
丹波篠山市

都市計画区域外

西脇市：
昭和46年３月16日に
区域区分が行われた。

■西脇市の都市計画（Ｒ５．４．１現在）
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〇西脇市は、市域面積の約５％の市街化区域の中に、
人口の半数が居住していることから、市街化区域に
まちづくりの中心がある都市である。

➡現行制度での土地利用を行ってきたことより、現市
街地が形成された。
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■西脇市のまちづくり

良好な農村集落が広がる郊外部で日
常生活に必要なサービスを維持

＋

中心部に人口や
都市機能を集積

【中心部】

【郊外部】

【公共交通】

郊外部
（コンパクトビレッジ）
：中心部と交通ネットワークで
つながれた“地域拠点（ ）”
を形成

中心部
（コンパクトシティ）
：中核的機能を担う拠点を形成

〇市街化区域をまちづくりの中心として、持続可能な都市であり続ける。
➡「第２次西脇市都市計画マスタープラン」と合わせて「西脇市立地適正化計画」を軸とし

て、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方に基づき、生活利便性の確保を通じた
持続性可能なまちづくりを目指している。

【計画の位置付け】

第２次西脇市都市計画
マスタープラン

西脇市立地適正化計画

西脇市の目指すべき都市の骨格構造

「コンパクト・プラス・ネットワーク」
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■西脇市におけるこれまでのまちづくりと今後の取組

市はこれまで段階を踏みながら
コンパクトシティ形成に向けた
取組を進めてきている。

[まちづくりの経緯]
〇フェーズ０（Ｓ26．３→Ｈ21．11建替）
＜西脇病院＞
・中心部に病院を立地

〇フェーズ１（Ｈ８．７）
＜アピカ西脇＞
・ＪＲ鍛冶屋線廃線に伴う西脇駅跡地に新たな都市

核・交通拠点を形成

[これまでの取組]
〇フェーズ２（Ｈ27．10）
＜茜が丘複合Miraie（みらいえ）＞
・ニュータウン開発内の市有地を開発し、交流拠点

を整備（コンパクト化促進）

〇フェーズ３（Ｒ３．３）
＜市庁舎・市民交流施設＞
・拠点の集約・複合化の視点で都市の再構築を図

り、コンパクト化を更に促進
➡近接するフェーズ０と一体的な拠点を形成

[今後の取組]
〇フェーズ４
＜旧庁舎等跡地）
・民間の力を活用し PRE（公的不動産）の有効活用

ここまで
完了

跡地活用市場アイデア募集実施



※１ Ｈ27年国勢調査⼈⼝を基に算出
※２ 現状すう勢（施策を講じない場合）の将来⼈⼝推計で、Ｈ22年国勢調査により作成し

た⼈⼝分布図を基に、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所にて公表されている要因を加味し
100ｍメッシュごとに推計して算出

出典︓⻄脇市⽴地適正化計画（図は抜粋）
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■居住誘導による人口密度の維持

〇平成30年の社人研推計では令和22（2040）
年頃に市の人口が３万人を切る予測であっ
たが、令和５年最新の社人研推計ではその
予測からさらに下振れしている。

➡市域全体で人口減、人口密度の低下が加速
する中で、人口密度の維持により商業・医
療・福祉など生活サービスの持続的な確保
が必要である。

【参考】人口移動イメージ

居住誘導区域

居住誘導区域

⻄脇市⽴地適正化計画における評価指標と目標値

居住誘導区域内の人口密度を
維持するためには、
居住誘導区域外から内への
人口移動も必要

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000
2015年

2025年

2035年

2045年

2025年

2035年

2045年

実
績

R5
H3

0

０〜14歳 15〜65歳 65〜74歳 75歳以上

⻄脇市・総人口の推移（令和５年推計と平成30年推計との比較）

出典：国勢調査・社人研推計より作成

28,441

29,823

評価指標 基準値※１ 推計値※２ 目標値 
平成 27(2015)年 平成 52(2040)年 平成 52(2040)年 

居住誘導区域内の 
⼈⼝密度 

 
 
 
 

32.1 ⼈/ha 
（市街化区域内） 

 
 

約 17％減 
 

26.5 ⼈/ha 
（居住誘導区域内） 

 
 

約 21％増(対推計値) 
（現状の維持） 

32.1 ⼈/ha 
（居住誘導区域内） 
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■居住誘導と市街地整備

【今後の居住誘導について】

〇（都）西脇上戸田線＜東西道路＞、
（主）西脇三田線の整備促進

➡当該エリアの拠点性を更に高めていく。

〇（都）和布郷瀬線＜南北道路＞の事業化
に向けた取組

➡公園や幹線道路整備と併せた住環境整備
を行うことで、賑わい創出による居住誘
導を図る。

〇都市機能誘導施設の誘導・整備の推進に
加え、誘導方針に基づく様々な誘導施策
の実施により居住誘導が進んでいく。

➡庁舎移転を契機とした交流施設整備や、
商業施設の誘導を行ったことによる効果
が現れてきている。
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■居住誘導と市街地整備

(都)和布郷瀬線沿道地区土地区画整理事業 施行地区面積：約３.８ha 施行延長：約４８０ｍ
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■交通ネットワークの充実

＜西脇市の目指す公共交通ネットワーク＞

〇２拠点に集約する商業・医療・福祉などの生活サービスに
よる恩恵を市域全てで受けられるように、交通ネットワー
クの充実を図っていくことが重要

〇公共交通ネットワークの利便性向上を図るため、令和３年
度には乗合タクシー「むすブン」導入やループバス「めぐ
リン」再編を行っており、それに伴い行政支援額も増額

➡コミュニティバスの年間乗車人員も導入・再編前から大幅
に増加し、特に中心部と郊外部を結ぶ「むすブン」の年間
乗車人員の増加につながっている。

ループバス「めぐリン」乗合タクシー「むすブン」

＜路線バス・西脇市コミュニティバスに対する行政支援額の推移＞

※１ 各年度は、前年の10月から当年の９月までの値
※２ 乗合タクシー「むすブン」への委託料等を含む。

「むすブン」の委託料等は、各年度４月～翌年３月の値
※３ 路線バスの上限運賃差額補助を含む。各年度４月～翌年３月の値
※４ 県と市による路線バスへの新型コロナウイルス感染症対応型運行支援を含む。

出典：西脇市所管データ

※１ 各年度は、前年の10月から当年の９月までの値
※２ 「しばざくら号」、「つくしバス」は、2021（令和３）年３月まで運行

ループバス「めぐリン」、乗合タクシー「むすブン」は、2021（令和３）年４月から運行
※３ 乗合タクシー「むすブン」は、予約システムによる集計地

出典：西脇市所管データ

＜西脇市コミュニティバスの年間乗車人員の推移＞

令和３年度に導入・再編

出典：西脇市地域公共交通計画（案）
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■郊外部の地域活力維持

〇空家等活用促進特別区域制度※
➡ 制度を活用して空き家（既存ストック）

の有効活用を図り、郊外部（市街化調整区
域）の集落のコミュニティを維持していく。
※以下、「空家活用特区制度」という。

Ｒ４.４.１

空家活用特区制度の創設

Ｒ５.３.３１

嶋地区
➡県内初指定

Ｒ６.１.１９

芳田地区
➡市内２例目指定

（同一自治体の複数指定は県内初）

地元からの要望に応じて、
今後も指定を検討していく。

【空家活用特区制度の取組状況】 【例）嶋地区における規制緩和等】

空家活用
サポート

（一社）兵庫県宅地建物取引業協会北播
磨支部が空き家活用を支援

規制緩和

市街化
調整区域

区域
全体

一般住宅等への用途変更、古
い住宅の建替（要事前申請）

地区
中心部

上記に加え、飲食・物販店舗、
ホテル等への用途変更

補助金
空き家活用支援（最大補助額の例、一般
住宅230万円、子育て世帯住宅255万円）
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■市街化調整区域における産業誘致

＝地区計画区域（案）

西脇北バイパス 寺内ランプ周辺高松地区 地区計画案

〇旧庁舎跡地を除き、市街化区域内で一団の
産業用地の確保が困難であるなどの課題が
ある。

➡区域区分制度の要否に関わらず、現在検討
を行っている高松地区地区計画や国道 175
号西脇北バイパスの寺内ランプ周辺の土地
利用の検討を進めている。
また、今後開発需要が想定される区域につ
いても検討が必要である。

寺内ランプ

国道 427号

開発需要が高まると想定される区域（郷瀬町の農地）
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■西脇市のまちづくり

〇市街化区域がまちづくりの中心であり、現行制
度で土地利用を行ってきたことにより現市街地
を形成している。

〇西脇市立地適正化計画に基づく拠点整備を進め
てきたことによりその効果が現れつつあり、市
街地整備の施策が現在進行しているほか、新た
な事業も立ち上げを予定している。

立地適正化計画の推進

〇現行制度は、地区ごとの課題や要望が寄せられ
た際に対応している。

〇区域区分制度廃止は、市が先行して規制を緩め
ておき、自由な開発を迅速に進められる。

➡現行制度内でも更なる弾力的な土地利用を行え
ば、将来を見据えたまちづくりは可能である。

現行制度の中でも
弾力的な対応は可能

〇今後開発需要が想定される区域について、産業
用地の供給を検討する。

〇高松地区では現在、地区計画の策定に向けて取
り組んでおり、市主導の計画的な産業用地の供
給を進めている。

➡大規模な産業用地の供給については、市主導に
より進めることで可能であり、引き続き取り組
んでいく。

市主導の
産業用地供給を推進

【新たな土地利用コントロール】 【大規模な産業用地の供給】

【まちづくりの方向性】



４ 区域区分制度見直しによる影響と今後について
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■区域区分制度廃止前後の比較（図示形式の説明）

今回を見直しの
機会として

適切な規制を設定

規制なしの廃止を
県は認めない。今の西脇市

現行制度内で
できる改善策

廃止に必要な
規制内容

区域区分
制度の
廃止

現行

維持
（土地利用コントロール見直し）

廃止
(新たな土地利用コントロールあり）

廃止
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■区域区分制度廃止前後の比較（建築制限）

【現行】 【廃止】

地区
計画

＜市街化調整区域＞

特定用途
制限地域等

（例）住宅＋小規模

事業所以外✖

（例）
商業系
以外

✖

（例）
工業系
以外

✖

原則、開発や
建築行為が
許可不要

＜市街化調整区域＞

地区
計画

地区
計画

空家等活用促進特別区域

空家等活用促進特別区域

規制が全くない
区域区分制度廃止では
建築制限ができない。

地域の実情に沿った
土地利用コントロール

更なる弾力的な土地利用（規制緩和）

特別指定区域
地域が望むまちづくりのために

より積極的な活用

【廃止】
(新たな土地利用コントロールあり）

【維持】
（土地利用コントロール見直し）

原則、建築等

✖
ex.災害Ｒ区域

農振農用地 等

＜市街化区域＞

特別指定区域

空家等活用促進特別区域

＜市街化区域＞

用途
地域

※

特
定
用
途
制
限
地
域
は
旧
市
街

化
調
整
区
域
全
域
に
指
定
予
定

原則、開発行為等許可不要原則、開発行為等禁止

開発行為等の制限 開発行為等の許可

その他、都計法34条で許可される施設

土地利用の規制に
課題がある。

現行制度内での
規制緩和によって
土地利用を促進

その他、都計法34条で許可される施設

＜旧市街化区域＞ ＜旧市街化調整区域＞

＜非線引き都市計画区域＞

＜非線引き都市計画区域＞

＜旧市街化調整区域＞

原則、建築等

✖
ex.災害Ｒ区域

農振農用地 等

＜旧市街化調整区域＞

用途
地域

用途
地域

用途
地域

＜旧市街化区域＞



44

■区域区分制度廃止前後の比較（開発許可／都市計画法第29条）

＜市街化区域＞

1,000㎡以上の
開発行為に
許可が必要

※県の許可

旧調整区域で3,000㎡未満
の開発がコントロール

できなくなる。

市の審査等に
よって開発を規制する
※面積設定は仮とする。

面積：3,000以上

＜市街化調整区域＞

1,000㎡以上の
開発行為に
許可が必要

※県の許可

＜市街化区域＞

1,000㎡以上の
開発行為に
許可が必要

※県の許可

＜市街化調整区域＞

1,000㎡以上
の開発行為に
許可が必要

※県の許可

＜旧市街化調整区域＞

注：いずれの場合も建築確認申請は別途必要
注：非線引き区域になると旧市街化調整区域での都市

計画法第34条の立地基準に対する許可は不要となる。

これまでどおり
県による許可にて

開発を規制

調整区域の開発は
すべて許可が必要

原則、開発行為等可能
（県が許可判断）

原則、開発行為等禁止
（県が許可判断）

市による開発行為等の制限（市が審査し判断）

【現行】 【廃止】

【廃止】
(新たな土地利用コントロールあり）

【維持】

＜旧市街化区域＞

＜旧市街化調整区域＞

1,000㎡以上～3,000㎡未満の
開発行為に対して
条例による規制

3,000㎡以上の
開発行為に許可が必要

※県の許可

＜旧市街化区域＞

＜非線引き都市計画区域＞

＜非線引き都市計画区域＞

3,000㎡以上の
開発行為に許可が必要

※県の許可
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■区域区分制度廃止前後の比較（開発許可・建築許可にかかる期間）

＜市街化区域＞

現行と
同じ

短期間で
開発許可が下りる。
建築許可は不要

面積：3,000以上

＜市街化調整区域＞

長期間

例：特別指定区域の追加指定を伴
う、

①開発許可の場合
→約１年８か月
②建築許可の場合
→約１年７か月

＜旧市街化調整区域＞＜旧市街化区域＞

現行と
同じ

短期間

例：県開発基準に適合する
開発許可の場合
→約２か月

※建築許可は不要

＜市街化区域＞ ＜市街化調整区域＞

現行と
同じ

短期間

例：特別指定区域に適合する、
①開発許可の場合
→約２か月
②建築許可の場合
→約１か月

＜旧市街化調整区域＞＜旧市街化区域＞

現行と
同じ

短期間

例：特定用途制限地域に適合する
開発許可の場合
→約２か月

※建築許可は不要

短期間で
開発許可が下りる。
建築許可は不要

いずれの場合も建築確認申請は別途必要

追加指定を伴わずに
許可手続きできるよう

見直しを行う。

都度、特別指定区域の
追加指定を伴うため
時間がかかる。【現行】 【廃止】

【廃止】
(新たな土地利用コントロールあり）

【維持】
（前提：特別指定区域の活用）

注：特別指定区域以外の場合は、長期間のまま

＜非線引き都市計画区域＞

＜非線引き都市計画区域＞
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区 域
規制対象規模
（法29条）

技術基準（法33条）
立地基準
（法34条）

1,000㎡以上 3,000㎡以上 10,000㎡以上

都
市
計
画
区
域

線
引
き

市街化調整区域
1,000㎡以上 適用

適用

市街化区域

－非線引き区域 3,000㎡以上 適用

都市計画区域外 10,000㎡以上 適用

●都市計画法に基づく許可を要する開発行為の対象規模の変化

開発許可対象規模が 1,000㎡から 3,000㎡に引き上げられる。

1,000㎡～ 3,000㎡の開発に対して
許可申請（規制）がなくなる。

開発指導要綱の条例化（市）により
申請を義務付け（規制可能）
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種別 項目
区域区分

担当課 備考
維持 廃止

計画

西脇市総合計画

現行又は
必要に応じて見直し

方向性の修正

政策推進課 まちづくり・土地利用の方向性を見直す必
要があり、計画策定の担当課が負担増とな
る。（例／見直しの方向性：社会情勢等の
変化により２拠点とコンパクト・プラス・
ネットワークに基づき、中心部の拠点性を
高めるとともに、郊外部の規制緩和を進め
ることによる地域活力維持も並行して進め
ていく。）

西脇市都市計画マスタープラン

都市計画課

西脇市立地適正化計画

西脇市市街化調整区域土地利用
計画

市土地利用計画
への移行

手続き

特定用途制限地域及び特例許可
申請

－
新規指定かつ必要に応じ
て建築審査会の開催を含
む新たな手続き

旧市街化調整区域の新たな土地利用コント
ロール手法となる。特定用途制限地域に関
する条例に定める適用除外の案件があれば、
手続きが必要となる可能性がある。

西脇市開発指導要綱 現行 条例化

住宅政策課

市が主体となって土地利用コントロールを
行うことになるため、開発指導に関わる職
員の知識取得や指導する組織体制の構築及
び開発技術基準の整備（ 3,000㎡未満の開
発行為が市指導の対象のため）などが必要
となる。開発許可

県による開発指導
市街化区域
1,000㎡以上の開発行為
市街化調整区域
1,000㎡以上の開発行為

県による開発指導
3,000㎡以上の開発行為
市による開発指導
3,000㎡未満の開発行為

農地転用
市街化区域：届出

市街化調整区域：許可
全域：許可 農業委員会 市内の農地転用の全てが許可制になる。

公拡法（第４条） 現行 面積要件拡大 用地地籍課
面積要件が 5,000㎡以上から 1,000㎡以上
となる。

その他
固定資産税及び都市計画税の評
価額見直し

次回：令和９年度 廃止直後 税務課 廃止に伴い評価額見直し業務が必要になる。

●区域区分制度廃止後に負担増となる事務作業等
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種別 項目
区域区分

担当課 備考
維持 廃止

手続き

特別指定区域 現行
申出に係る手続きが
今後発生しない。

都市計画課 －

農家証明
市街化区域：不要

市街化調整区域：必要
不要 農業委員会 －

国土利用計画法（土地
売買の届出）

市街化区域：
2,000㎡以上

市街化調整区域：
5,000㎡以上

都計区域：
5,000㎡以上

用地地籍課 －

種別 項目
区域区分

担当課 備考
維持 廃止

土地利用手法
の制度設計

用途地域
現行又は

必要に応じて見直し
現行又は

必要に応じて見直し
都市計画課 －

土地利用手法
の制度設計

地区計画区域 存置・新規設定 存置・新規設定
都市計画課

土地利用推進室
必要に応じて、新規設定する。

その他 都市計画税の徴収区域 市街化区域
用途地域のみ又は
都計区域全体

税務課 徴収区域の検討が必要になる。

●区域区分制度廃止後に負担減となる事務作業等

●区域区分制度廃止後に負担が大きく変わらない事務作業等
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○特別指定区域／地区計画
地域の意向や将来像を踏まえて、地域に

必要な建築物を建てられるようにするもの
（※必要に応じて、まちづくりのルールも検討）

➡ 地域に受け入れるものを決める。

現行

○特定用途制限地域
地域の意向を踏まえて、住環境に悪影響
を及ぼす建築物等に一定の制限をかける
もの

➡ 地域に受け入れないものを決める。

区域区分制度廃止

土地利用手法によるちがい
特別指定区域制度／地区計画を

活用したまちづくり

協議会等市

市 地区

新規居住者を
受け入れよう

既存工場を拡張・増築
できるようにしよう

住環境、農
地、自然を守
ろう

迷惑施設はいらないな

住民説明会 案の縦覧＋意見書提出

【地元意見の反映】

特別指定区域（案）の作成／地区計画（案）の作成

特別指定区域の県指定／地区計画の市決定

土地利用計画作成
・

まちづくりの目標決定
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【地元事業者が事業拡大のために活用】

●特別指定区域制度の活用事例

【地元関連事業者が新規進出のために活用】

＜活用した特別指定区域＞
・地域活力等再生区域
（旧地縁者の小規模事業所区域）

＜活用した特別指定区域＞
・工場等誘導区域
（旧地域振興のための工場区域）
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■今後の取組

出典：兵庫県区域区分見直しに係る説明会 資料

【都市計画区域マスタープラン（区域区分含む）見直し全体スケジュール】
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地元との意見交換では、企業誘致の声もあれば、農地保全を求める声もある。
市として地域の意見を聞きながら土地利用の方針を示した方が良い。

地域によって建築を望むもの、望まないものが異なってくるため、地域の声
を拾い上げていくことが大事。

区域区分制度廃止の議論は、西脇市のこれからのまちづくりを変えていく重
要な内容であるが、この議論を知らない市民も多い。もっと市民の声を聞いて
いくことも必要ではないか。

【様々なご意見】
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西脇市

区域区分制度見直しにおける市民ヒアリングの実施

・「影響調査結果」
・「新たな土地利用コントロールの方針」
・「西脇市のまちづくり」
・「区域区分制度見直しによる影響」

等 説明を行い、市民の声を聞く。


